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１． 本論文の主旨

本論文は、社会的合意形成が難しい課題である高レベル放射性廃棄物の地層
処分政策を対象とし、社会的受容性論の観点から市民の政策選好の要因分析し
たものである。

日本では、2000 年に「特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律」（最終処分
法）が制定され、使用済燃料の再処理によるガラス固化体を高レベル放射性廃棄
物と規定し、それを地下 300 メートルより深いところに地層処分することが定められ
ている。最終処分法の成立とともに、事業実施主体である原子力発電環境整備機
構（NUMO）が設立され、継続的に国民との対話活動を重ね、コミュニケーション活
動を強化しながらも、地層処分事業は難航していた。このような中、20 年程度かか
るとされている 3 段階の立地調査（文献調査・概要調査・精密調査）の第 1 段階で
ある文献調査に北海道の寿都町、神恵内村という2つの町村が文献調査受け入れ
の意向を示し、経済産業省は原子力発電環境整備機構（NUMO）に対し、2 つの
町村での事業を認可（2020 年 11 月 17 日）し、文献調査が開始された。

日本では、2020 年夏までの 20 年間、地層処分事業は進展しておらず、また、
2020年11月の文献調査の開始後においても、高レベル放射性廃棄物の処分をめ
ぐる社会的関心は限定的であり、社会的関心の広がりは見られない。同様に、原
子力発電事業を行っている各国の状況も、高レベル放射性廃棄物の最終処分を
地層処分として進めているが、政策の進展は限定的である。このような状況から、
社会的合意を導くことが期待される市民参加の必要性を明らかにする新たな高レ
ベル放射性廃棄物管理政策の社会科学的研究が必要とされている。

こうした背景から、本論文は、高レベル放射性廃棄物の最終処分問題を市民と
共に考えることで、現在の地層処分政策の課題を抽出することを目的として、社会
的受容性論の視点から市民と専門家との会議を開催し、市民の地層処分政策の
政策選好に関連する社会的受容性要因を分析したものである。

本論文は、分析の視点として、近年、再生可能エネルギー分野を中心に研究が
進展している社会的受容性（social acceptance）論に着目している。社会的受容性
論は、1960 年代の原子力発電所の立地議論におけるリスク認知研究から始まりっ
ている。その後、再生可能エネルギー施設の立地が広まる中で、専門家・政策担
当者と地域住民との能動的な相互作用といった新たな観点からの研究が盛んにな
っている。技術的安全性の理解の推進を中心とした受け身の社会的受容性論から、
地域社会のステークホルダーとの協働的で能動的な社会的受容性論へと発展し
てきたもにおであり、本論文もこうした新たな社会的受容性研究の動向を踏まえた
ものである。

具体的には、本論文は、「市民は現行の高レベル放射性廃棄物管理政策をど
のように評価するのかを、社会的受容性 4 要因から分析し、市民の社会的受容性
要因を明らかにする」という研究課題を設定し、地層処分政策の社会的受容性を 4
つの要因（技術・制度・市場・地域）から規定し、市民が地層処分政策を評価する
基本要因であると仮定し、アンケート質問票による分析と検証をおこなった。

社会的受容性4要因を枠組みとする本論文の方法論は、独創性と新規性がある。
本論文は、データ収集のために、3 回の市民会議を実践し、アンケート質問票を用
いて市民の地層処分政策の選好の判断と変化を測定している。
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分析の結果、本論文は、個人レベルの市民の地層処分政策の社会的受容性は、
技術的要因と制度的要因が政策選好へ相関が強いことを明らかにしている。この
研究結果は、地層処分政策の社会的合意形成において、技術的安全性の理解を
増進するという従来のリスク・コミュニケーション活動では、政策の社会的受容性が
醸成されないことが示されたと言える。そして、地層処分政策の社会的受容性の醸
成には、地層処分の技術的な安全性などの技術的側面と、市民参加や政府・実施
機関の説明責任などの制度をはじめとした社会的側面を統合したリスク・コミュニ
ケーションの重要性が示されている。これらは、今後の住民対話において、対話の
設計に資する政策的含意のある実証研究であると言える。また、個人レベルの地
層処分政策の社会的受容性分析において、社会的受容性 4 要因による分析方法
が有用なことが実証的に示されたことは、学術的貢献といえる。

しかし、限界や課題も残されている。社会的受容性 4 要因（技術・制度・市場・地
域）による分析において、地域的要因に限界があり、また、市民会議の対話形式の
順序の設定や専門家の構成に関しても、さらなる研究の積み重ねの余地がある。
また、社会的受容性要因間の関係分析や構造分析も今後の課題と考えられ、高レ
ベル放射性廃棄物管理政策に対する社会的受容性アプローチの研究を継続して
いくことが望まれる。

２． 本論文の構成と概要

本論文は以下の 6 章から構成されている。

第1章 序論

第2章 先行研究の整理と本研究の位置づけ

第3章 研究の方法

第4章 社会的受容性要因の会議別の分析

第5章 社会的受容性要因の市民個別の分析

第6章 結論と今後の課題

第1章 「序論」は、科学技術リスクに関わる社会的課題解決に、多様な市民の参
加が求められていることを述べ、本論文の着眼点を示し、日本における
高レベル放射性廃棄物政策の問題を述べ、本研究の目的、意義、そし
て、本論文の構成を示している。

第2章 「先行研究の整理と本研究の位置づけ」は、本論文の研究課題を導出す

るために、分析アプローチである社会的受容性論に関する先行研究の

整理をし、課題への視点である社会的受容性を示している。それを踏ま

え、高レベル放射性廃棄物管理政策における社会的受容性を定義し、

本論文の研究課題を示している。

第3章 「研究の方法」は、研究課題を検証する方法を示している。本論文では、コ
ミュニケーション形式の異なる 3 回の市民会議を実践し、質問票調査に
よりデータ収集を行っている。枠組みである社会的受容性 4 要因および
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関連する項目として加えた信頼・世代間公平性・原子力政策について述
べ、質問票の設計を説明している。また、先行研究を参考にし、市民参
加者と専門家の選定要件を論理的に説明し、形式の異なる 3 回の市民
会議の構成を示している。

第4章 「社会的受容性要因の会議別の分析」は、実践した 3 回の市民会議につ
いて、会議別の評価分析を行っている。3 回の市民会議別に市民の政
策選好の社会的受容性要因の比較分析を行っている。3 回の市民会議
での政策選好の変化の特徴を示し、市民の政策選好の判断に関係する
要因を明らかにしている。

第5章 「社会的受容性要因の市民個別の分析」は、参加した市民一人一人の変
化に着目し、社会的受容性要因の分析を行っている。3回の市民会議を
一つのプロセスとして、市民個人の6時点（3回の市民会議の前後）にお
ける政策選好とその判断に関係する要因変化について、積算値分析と
会議内・会議間変化分析という2つの手法を用いて多面的な考察を行っ
ている。その結果、会議内と会議間での変化の規則性、そして、市民間
での政策選好と判断要因の変化の違いと特徴を明らかにしている。

第6章 「結論と今後の課題」は、論文の総括をしている。分析結果を踏まえ、現行
の地層処分政策における市民の社会的受容性要因を示し、研究課題へ
に対する回答を述べている。また、高レベル放射性廃棄物管理政策へ
の社会的受容性アプローチの有用性を示し、本研究の意義と学術的貢
献と今後の研究課題を述べている。

３． 口述試験での質疑応答

審査委員会は、申請者から提出された学位請求論文を査読し、2021 年 3 月
26 日（金）17 時から 19 時 10 分にかけ、オンライン（Ｚｏｏｍ）にて、公開発表会・
口述試験および審査委員会を実施した。主たる論点は以下の通りである。

本論文の学術研究史上の位置づけや学術的貢献、日本における高レベル放
射性廃棄物管理をめぐる課題、その課題へ社会的受容性アプローチを試みる研
究の意義、実践した 3 つの市民会議の実証分析からの政策提言への含意、今後
の研究展開の可能性などについて質疑が行われ、それぞれの質問・指摘に対し
て、申請者より適切な回答がなされた。

修正すべき点については、口述試験の記録が申請者より提出され、指定期日
（2021年5月10日）までに適切に最低限の修正をすることとなった。審査委員会
は、修正が適切になされていることを確認した。

４． 評価と審査結果

本論文は、日本における高レベル放射性廃棄物管理政策を対象に、市民とい
うミクロ・レベルの視点から、地層処分政策の選好における社会的受容性要因を
検証したものである。高レベル放射性廃棄物管理政策の政策プロセスにおいて、
市民参加の重要性は指摘される状況において、市民に焦点をあて、高レベル放
射性廃棄物管理政策の社会的受容性アプローチを導入した点に、本博士論文
の独創性がある。また、日本における放射性廃棄物管理政策に関する社会科学
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研究が限定的である学問状況からも、貴重な研究と言える。

3 回の市民会議の前後におけるアンケート質問票の分析から、市民の地層処
分政策の選好に、技術的側面と社会的側面との両方の要因が強く相関している
ことが明らかにされたことは、今後の地層処分事業の文献調査においても有益な
しさとなるものであり、住民対話の設計に資するものである。

本審査委員会は、口述試験の内容を踏まえ、本博士論文に関する慎重かつ
総合的に審査を行なった結果、博士学位請求論文としての水準を十分に満たし
ているものと判断し、これを受理することに全員が合意した。

５．審査結果： 合格
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